
　継続組織の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

　「公益法人会計基準」（平成20年４月11日、平成21年10月16日改正、令和2年5月15日改正、

　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

 （1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　取得価格による先入先出法によっている。

 （2）固定資産の減価償却の方法

　　建物附帯設備、機械装置、什器備品は、定額法によっている。

　　なお、法人税の減価償却制度の改正に伴い、新たな制度を適用している。

 （3）引当金の計上基準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 額を計上している。

 （4）消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

 （5）リース取引の会計処理

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

　　引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理をしている。

３．特定資産の増減額及びその残高

　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

合　　計 6,348,037 3,783,497 2,564,540

　什器備品 68,000 67,999 1

　建物付属設備 4,280,037 1,715,499 2,564,538

　機械及び装置 2,000,000 1,999,999 1

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位：円）

科　目 取得価額
 減価償却
 累 計 額

当期末残高

 退職給付引当資産 13,140,280 2,163,550 0 15,303,830

合  計 13,140,280 2,163,550 0 15,303,830

科　　　目 期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

財務諸表に対する注記　

１．継続組織の前提に関する注記

２．重要な会計方針

① 退職給付引当金は、当期末退職給付の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

② 賞与引当金は、職員に対する賞与の支給に備えるため支給見込額のうち、当期に帰属する

（単位：円）



５．ファイナンス・リース取引

未経過リース料期末残高相当額（純額法）は次のとおりである。

　

６．貸借対照表内訳表

実施事業等会計の資産・負債及び正味財産額は、次のとおりである。

実施事業 2,558,994 実施事業 実施事業

その他等 250,985,170 その他等 その他等

実施事業 13,356,601 実施事業 実施事業

その他等 16,481,153 その他等 その他等

実施事業 15,915,595 実施事業 実施事業

その他等 267,466,323 その他等 その他等

法人計 283,381,918 法人計 法人計

合計 合計

6,472,648

合計

9,442,947

10,557,270 256,909,053

17,029,918 266,352,000

6,121,500

0

固定
資産

固定
負債

一般
正味
財産

9,442,947

9,182,330 256,909,053

1,374,940

（単位：円）

資産の部 負債の部 正味財産の部

流動
資産

流動
負債

351,148 指定
正味
財産

0

（単位：円）

 未経過リース料期末残高相当額
１年以内 １年超 合計

595,968 1,034,436 1,630,404 


